Academic-support for Students with Mental Disorders and Neurodevelopmental Disorders at Kansai University by 近森 聡 & Chikamori Satoshi
関西大学における障害のある学生の修学支援 精神
／発達障害の場合
著者 近森 聡
雑誌名 関西大学人権問題研究室紀要
巻 75
ページ 43-64
発行年 2018-03-01
その他のタイトル Academic-support for Students with Mental
Disorders and Neurodevelopmental Disorders at
Kansai University
URL http://hdl.handle.net/10112/13029
― 43 ―
関西大学における障害のある学生の修学支援
精神／発達障害の場合
近　森　　　聡
1　はじめに
　関西大学に学生相談・支援センターが、設置されて 5年目になる。また、
筆者が、同センターに精神障害・発達障害を担当する専門のコーディネー
ターとして赴任して 4年目になる。
　この間、関西大学における、精神障害・発達障害のある学生の把握人数
は、下表のように、増加の一途をたどっており、2017年度は10月31日時
点で、2013年度末の約6.5倍となっている。
年度 2013 2014 2015 2016 2017
基準日 3/31 3/31 3/31 3/31 10/31
把握人数 35 75 126 212 227
　本学の傾向は、独立法人日本学生支援機構（以下、日本学生支援機構）
が行った全国的な調査分析報告「平成17年度から平成28年度調査分析報
告」とも一致する。
　この増加傾向は、何に起因するのであろうか。支援の現場に身を置いて
いると、世界的な規模で起こっている障害観の大きな変化を感じる。すな
わち、障害の社会モデルの一般化である。
　こうした時代背景の中で、発達障害、精神障害のもたらす困りごとにつ
いての対処法も、成育歴を過去にさかのぼるような原因論とそれに対応す
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る治療論を根拠とした対処法、および、生物学的な機能不全を生じさせて
いる原因に対して薬物療法を行う医療モデルを中心とした対処法から、こ
れまでの対処法も併用しつつ、困りごとの生じる要因を環境にも求め、環
境を改変する合理的配慮を行い、当事者のこれからの生活を改善しようと
する方向性へと変針の舵を切り出したかに見える。
　こうした世界的な動きの中にあって、障害のある学生が、障害のあるこ
とに伴う修学上の困難に対して、主体的に支援を求めやすい環境が整いつ
つあると思われる。
　本論の目的とするところは、こうした時代の流れを概観し、本学の支援
の実際をその中に位置づけながら述べることで、本学における支援の現状
を確認し、今後を展望することである。
　なお、本学の学内文書では、「しょうがい」を「障がい」と表記すること
が多いが、本論文で引用した法律、文献では、すべて「障害」と表記され
ているため、本論文では、「障がい」と「障害」という表記が混在する煩雑
さを避けるために、「障害」で統一した。
　また、DSM-5 日本語版では、これまで発達障害と総称されてきたカテ
ゴリーを、「神経発達症／神経発達障害」と表記しており、筆者はこのこと
の意義も大きいと考えているが、大学における修学支援に関連する文献で
は、「発達障害」と表記していることが多いので、本論文では、「発達障害」
で統一した。
※本論考は、2016年11月18日に関西大学で行った、人権問題研究室主催の第88回公開
講座「備えあれば憂いなし―災害に備える支えあいの仕組みづくり―　第 1部『障
害のある学生支援事業―システムづくりと実際―』での発表原稿に大幅な加筆を行
ったものである。
2　障害観の変化と大学における合理的配慮について
　発達障害については、長らく、幼少期に問題となることの多い障害と考
えられ、特別支援教育の観点から、初等、中等教育段階においての支援が
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研究され、実践されてきたが、近年になって、青年期以降になっても、生
きにくさをもたらす要因として注目されるようになって来た。
　一方、精神障害については、青年期が好発期であるものが存在すること
は以前より知られていた。
　しかし、修学支援の観点から見ると、発達障害、精神障害の双方とも、
青年期以降の高等教育段階では、教職員が個別に対応する案件とみなされ
ることが多く、組織的な対応は、初等中等教育段階に比べると立ち遅れて
いた。
　この状況を短時日の間に動かしたのは、世界的な障害観の変化とそれに
呼応した日本における法体制の整備である。
　法体制の整備には、大きな幹ともいえる障害一般に関する法整備の流れ
と大きな幹の形成に呼応して展開してきた発達障害に関する法整備の流れ
がある。
⑴　障害一般に関する法整備の流れ
　障害一般について、大きなパラダイムの変換をもたらしたのは、国際連
合が2006年（平成18年）に採択した「障害のある人の権利に関する条約」
である。この条約では、障害者を治療や保護の客体ではなく、人権の主体
ととらえ、障害の社会モデルを提示した。障害の社会モデルとは、「機能障
害」が、「種々の障壁と相互に作用することにより」、「社会に完全かつ効果
的に参加することを妨げることがある」とする考え方であり、障害の社会
モデルに基づいて、「合理的配慮」が、「全ての人権及び基本的自由を享有
し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整」で
あり、「均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう」と定義づけら
れた。
　この条約は、教育にとって二つの意義を有すると筆者は考える。
　一つ目は、障害者を「客体」ではなく、「主体」とみることで、人生を切
り開いていくのは、障害のある人であり、教育機関は、それをサポートす
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る役割を担うと考える教育観が成立したことである。
　二つ目は、障害の社会モデルに立つことによって、障害者にとって、教
育の方法上の障壁となっている要因を見極め、教育環境に「必要かつ適当
な変更及び調整」を加えることで、障害者が能力を発揮できるという修学
支援の考え方が根拠を得たことである。
　さらに、条約の中では、障害者が、「高等教育、職業訓練、成人教育及び生
涯学習を享受することができることを確保する」として、高等教育の役割
を明示したことも、高等教育機関にとっては、意味の大きなことであった。
　この条約にそって、国内法が整備された。
　2011年（平成23年）には、「障害者基本法」改正され、社会的障壁につ
いて、「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる
ような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう」と
定義されるとともに、「社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者
が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠る
ことによって前項の規定に違反することとならないよう、その実施につい
て必要かつ合理的な配慮がされなければならない」ことが規定された。
　2013年（平成25年）に制定された「障害を理由とする差別の解消の推進
に関する法律（障害者差別解消法）」では、障害を理由とした不当な差別的
取り扱いを禁止するとともに、合理的配慮の提供については、行政機関は
法的義務、事業者は努力義務と定められた。
　この法律が施行された、2016年（平成28年）は、事業者である私立大学
にとっても大きな節目となった。日本学生支援機構の修学支援に関する実
態調査分析報告の中でも、「平成28年度は障害者差別解消法の施行年度で
あり、従来からの不当な差別禁止に加えて合理的配慮の適切な提供が課題
となっている」と述べられている。
　2015年（平成27年）には、障害者差別解消法に基づいて、「基本方針」
が閣議決定され、「基本方針」にそって、国公立大学を含む行政機関では、
服務規律の一環として「対応要領」が策定され、事業者である私立大学で
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は、主務大臣である文部科学大臣の定めた「対応指針」にそって対応が検
討されることとなった。
　また、文部科学省は、「障がいのある学生の修学支援に関する検討会報告
（第一次まとめ）（第二次まとめ）」も策定し、大学等における合理的配慮に
ついて詳細な検討を行い、課題も提示して、今後の高等教育機関における
実践に方向性を示した。
　本学においても、上記の流れに沿って、2016年（平成28年）、修学支援
方針とガイドラインを策定した。
⑵　発達障害、精神障害に関する法整備の流れ
①　発達障害に関する法整備の流れ
　「発達障害者支援法」は、2004年（平成16年）に制定、2005年（平成17
年）に施行され、発達障害者の支援に画期的な変化をもたらした。
　この中で、「発達障害」は、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎
性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の
障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定
めるものをいう」と定義され、それまで、支援の対象外だった知的な障害
を伴わない発達障害も支援の範疇に含められた。
　また、知的な障害の有無によらず、支援の対象を設定することによって、
高等教育機関での支援も視野に入ってきたことも影響していると思われる
が、同法では、「大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応
じ、適切な教育上の配慮をするものとする」とされ、初等中等教育段階で
途切れてしまっていた修学支援を高等教育機関にまで拡充することを明言
した。
　2011年（平成23年）の「障害者基本法」改正では、従来は、「『障害者』
とは、身体障害、知的障害又は精神障害」とされていた障害者の定義につ
いて、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）」と、カッコ付
きで、発達障害も精神障害の一部として含まれると明示した。
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　2011年度からは、大学入試センター試験受験特別措置に、「発達障害」と
いう独立した区分が設定され、医師の診断書、学校の意見書などを根拠に、
時間延長、別室受験、文字の拡大による出題、チェック回答などの配慮が
できるようになった。
　2016年（平成28年）には、「発達障害者支援法」が改正された。改正法
の中では、障害の社会モデルに基づいて、「社会的障壁」の存在について明
言され、「発達障害者の支援は、社会的障壁の除去に資することを旨として
行われなければならない」とされた。
　同時に、「発達障害者の支援は、個々の発達障害者の性別、年齢、障害の
状態及び生活の実態に応じて、（中略）意思決定の支援に配慮しつつ、切れ
目なく行われなければならない」こととされた。
　この改正法によって、日本における発達障害者の支援においても、国際
標準である「障害のある人の権利に関する条約」にもうたわれた「社会的
障壁の除去」、「意思決定の支援」が重要視されるに至った。
②　精神障害に関する法整備の流れ
　1993年（平成 5 年）に「心身障害者対策基本法」が全面的に改正され，
「障害者基本法」が制定された。その中で、精神障害者が身体障害者や知的
障害者と並んで法の対象に位置付けられた。
3　発達障害、精神障害と大学生活
⑴　発達障害と大学生活
①　発達障害とは？
　発達障害には、種々の観点から定義付けがなされているが、日本学生支
援機構「障害学生就学支援ガイド（平成26年度改訂版）」では、「なんらか
の要因による中枢神経系の障害のため、生まれつき認知やコミュニケーシ
ョン、社会性、学習、注意力等の能力に偏りや問題を生じ、現実生活に困
難をきたす障害」とされている。
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　中枢神経系の器質的な障害が、機能障害（認知、コミュニケーションな
どの偏りや問題）をもたらし、社会的なハンディキャップとなるという流
れの定義であり、障害の社会モデルにも対応した定義となっている。
　DSMでは、第 5 版から、neurodevelopmentaldisorderとして、これま
で発達障害と呼ばれてきたものを総称した。
　また、日本語版では、disorder の日本語訳として、「障害」のほかに、
「症」が併記された。DSM-5 病名・用語翻訳ガイドライン（初版）（2014）
によると、「児童青年期の疾患では，病名に障害とつくことは，児童や親に
大きな衝撃をあたえるため，『障害』を『症』に変えることが提案され」、
「旧病名がある程度普及して用いられている」ために、併記されることにな
ったと訳語選定の過程が記されている。
　上記のような経緯から、発達障害は、「神経発達症／神経発達障害」と記
されるようになったが、このことは、二つの意味で大きい意義を持つと筆
者は考えている。
　一つ目は、neuro＝神経という言葉が入ったことである。これまで、発
達障害の要因については、親の養育方法が悪かったなど、様々な誤解が生
じ、養育者と当事者に不当な苦しみを強いてきたが、名称の上でも、中枢
神経系が影響を与えている生まれつきの機能障害であると明示されたので
ある。
　二つ目は、一つ目のポイントとは相反する関係になるが、「症」という訳語
によって、幾分かの寛解への可能性を示唆できるようになったことである。
　斎藤（2010）は、「われわれの経験からも、また多くの事例研究報告から
も明らかなように、彼らは、他者との交流によって自らの経験を意味づけ
る作業を通じて、明らかに変化していく。（中略）彼らがまさに『成長し発
達する』という実感をもっている」として、発達障害を、「発達途上にある
能力の間に不均衡がある」状態とみなした。
　これは、筆者の日々の支援活動から受けている実感とも合致する。修学
支援を通じて、学生が多くの人と出会い、様々な経験することで、入学時
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とは見違えるほど落ち着いて、主体的に行動できるようになっていく姿に
何度も立ち会ってきた。修学支援は、学生と周囲との交流の入り口、きっ
かけであって、その果実は、単位が取れるようになるといった勉学面にと
どまらず、人との交流という本人がこれまで心の底では求めていても求め
る方法のわからなかったものにも及び、それが成長を促しているように思
われる。
　ただ、その一方で、発達障害的な特性が、学生の行動に影響を及ぼし、
学生が深く苦悩する姿にも接している。支援者が、安易な成功物語を期待
することは、学生の困りごとに地道に寄り添うことを阻害することにもな
るだろう。
　支援者に求められるのは、容易ならざる困りごとに、学生と共に目を向
けながらも、学生の持つ優れた部分を見抜き、学生と共に語り、共有する
バランスなのではないだろうか。
②　大学で支援が必要な主な発達障害
　一般的に、主な発達障害としては、自閉スペクトラム症（ASD）（他の
名称として、自閉症スペクトラム障害、アスペルガー症候群、広汎性発達
障害など）、注意欠如・多動症（AD/HD）（他の名称として、注意欠如・
多動性障害、注意欠陥・多動性障害など）、限局性学習症（SLD）（他の名
称として、学習障害など）がある。
　実際の支援の場面で出会う学生は、これら三つの障害特性のいくつかを
併せ持っている場合が多く、「障害学生修学支援ガイド（平成26年度版）」が
言うように、筆者も、下位分類にこだわる必要はあまりないと考えている。
修学支援においては、診断名よりも、実際の困りごとについて学生と支援
者が語り合い、共有することが支援の第一歩となるのではないだろうか。
　もちろん、組織的な支援、合理的配慮を行う根拠としては、医師などの
作成した診断書、発達検査の結果などの提示を求めている。
ⅰ　自閉スペクトラム症
　自閉スペクトラム症（ASD）は、他者との意思・感情の疎通などのコミ
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ュニケーション、集団の中で適切にふるまう社会性、状況に応じて臨機応
変に対応したり、表情、しぐさ、声音などのあいまいな情報を読み取る想
像力などにおいて困難が生じる障害である。
　「普通でありたい」という気持ちが強く、これまでの人生経験の蓄積の中
で、表面的にはある程度周りに合わせることもできるが、それに多大なエ
ネルギーを使い、疲弊しているケースもある。
　また、自分の気持ちの動きが周りの動きと異なることは感じ取れるが、
どうしていいのかわからず、一人孤立感を深めていることもある。
　大学生においては、こうした微細なこころの動きについて話し合うこと
が修学支援を支えるケースもある。
ⅱ　注意欠如・多動症
　注意欠如・多動症（AD/HD）は、注意力の持続などが困難であったり、
多動や衝動的な行動をコントロールできない障害である。
　大学生では、多動性、衝動性は目立たなくなるが、それまでは表面化し
ていなかった注意力の困難が、修学上の困りごとを引き起こすことも多い。
たとえば、高校までは、50分の授業なのでなんとか持ちこたえていたが、
大学で90分の授業となり、集中力持続の困難が表面化するなどである。
ⅲ　限局性学習症
　限局性学習症（SLD）は、「読む」「書く」「計算する」「聞く」「話す」「推
論する」のいずれか、または複数に障害がある。
　後に述べるように、ほかの障害が前面に立って、見逃されていることが
多いが、当事者の修学上の困難と疲弊の直接的な要因となっていることも
あるので注意が必要である。
③　大学における支援の必要性
　大学という学びの場は、環境という面で高校までと大きく異なる。高橋
（2012）は、「構造化の度合い」という言葉で説明する。「構造化とは、その
場で何をすればいいのかが視覚的に理解でき、自分から行動できるように、
環境をわかりやすく整理・再構成・明確化すること」であり、大学は、「構
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造化の度合いが低くあいまいで、自己判断がより多く求められる環境」で
あると述べている。
　高校までは、ホームルームのクラスがあり、所属先が明確で、担任の教
諭が、児童生徒の学習・成績の状況を把握し、連絡を行い、相談に応じる。
また、中高では、部活動の顧問が、担任よりも生徒をよく把握しているこ
ともある。クラス編成が、大学よりも少人数であることから、科目担当の
教員も、大学よりは身近な存在であることが多い。時間割も、選択科目が
あるとはいえ、クラス単位で固定されている範囲が広い。まさに、「その場
で何をすればいいのか」理解しやすい環境で、「構造化の度合い」が高い。
　ところが、大学では、担任もいなければ、所属先も、1，2 年生のうち
ははっきりしない。部活動、サークルも数が多く、何を基準に選んだらい
いのかわからない。周りは、多様な出身高校から来た見知らぬ人ばかりで
ある。授業はほとんどすべて選択科目である。大きな集団の中に埋没し、
情報の渦に巻き込まれて、自分の居場所を見失い、自分自身さえ見失う危
険性がある。
　これは、発達障害的な特性のある学生にとって、最も苦手な環境なので
はないか。多すぎる新規情報と選択肢、慣れない環境、どこにアプローチ
したらいいのかわからない状況が新入生の前に立ちはだかる。
　しかし、一方で、「構造化の度合い」が低いということは、高校までと比
べて、自由の範囲が広がるということでもある。時間の過ごし方が自由に
なる。また、クラス単位に縛られることなく、人間関係の選択の仕方も自
由になる。
　発達障害的な傾向のある学生の中には、長期にわたって持続する人間関
係に息苦しさを感じてきた学生もいる。やりたくないことを強制されるこ
とに辟易している学生もいる。学生によっては、この自由な環境を活かし
て興味関心を掘り下げ、世界を広げていくものもいる。
　したがって、大学という環境が、社会的障壁ではなく、学生にとって生
産的な環境となるように、環境調整＝合理的配慮を行う必要がある。
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⑵　精神障害と大学生活
①　精神障害とは？
　精神疾患と精神障害の区別、関連をはじめ、国内の法律文書においても、
精神障害の定義には、いくつか異なるものが存在する。
　ここでは、DSM-5 による、精神疾患の定義と「障害学生就学支援ガイ
ド（平成26年度版）」による精神障害の定義を紹介しておく。
　DSM-5 では、精神疾患を、「心理学的、生物学的、または発達過程の機
能不全を反映する個人の認知、情動制御、または行動における臨床的に意
味のある障害によって特徴づけられる症候群である」とし、「社会的、職業
的、または他の重要な活動における意味のある苦痛または機能低下と関連
する」とした。
　障害学生就学支援ガイド（平成26年度版）」では、精神障害について、
「『精神疾患』のうち、疾患や社会的障壁により継続的に日常生活又は社会
生活に相当な制限を受ける状態にある学生を『精神障害のある学生』」とし
て定義づけている。
　本学においても、医師の作成した診断書に基づいて、一時的な病変では
なく、継続して生じている修学上に困難を与える「苦痛または機能低下」
に対して支援を行っている。
②　大学で支援が必要な主な精神障害
　大学で支援の必要な主な精神障害としては、統合失調症、気分障害、不
安障害などがある。
ⅰ　統合失調症
　統合失調症の治療法が確立してきた影響もあって、初期の陽性症状（幻
覚、妄想など）が収まった後に学業に復帰するケースが多い。
　しかし、活力の低下などの陰性症状は残っていることも多く、無理のな
い履修スケジュールを組む必要がある。
ⅱ　気分障害
　同じ診断名であっても、状態像は幅の広い分布を示す。診断名だけで判
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断せず、学生と相談する中で現状をつかみ、それに見合った修学スケジュ
ールを組む必要がある。また、目いっぱい努力していないと罪悪感を覚え
る学生もいるので、単に「ゆっくりした方がいい」ではなく、各人のメン
タリティにあった相談を展開する必要がある。
ⅲ　不安障害
　精神障害の中で、もっとも大きな割合を占めている。かつ、気分障害以
上に、状態像は幅の広い分布を示す。各人のその時その時の状態を相談の
中で見極めながら、支援を行う必要がある。
　いずれの精神障害についても、ケースによっては、ベースに発達障害の
傾向があると考えると理解が深まり、支援の糸口がつかみやすくなること
がある。
　たとえば、強い不安の底に恒常性へのこだわりが見えてくるような例で
ある。このような場合は、急な変更などに対してどのように対処するかシ
ンプルな対応法を一緒に考える（困った場合は、まずは、学生相談・支援
センターに相談に行くなど）、あるいは、関係する教職員が配慮を行うこと
（変更はできる限り事前に通知するなど）によって、不安が低減することが
ある。
　いずれの精神障害においても、心理相談が有効であると判断した場合に
は、心理相談室での相談を紹介し、学生も希望した場合には、心理相談室
につなぎ、学生の了解のもとに心理相談室と連携を行い、支援している。
　また、逆に、心理相談の中で、修学支援が必要と判断された場合には、
本人の希望を確認したうえで、学生相談・支援センターにつないでもらっ
ている。
③　大学における支援の必要性
　大学生年代は、華やかな時期のように思われがちだが、精神が大人へと
成熟を遂げる重要な時期でもあり、精神障害の好発期でもある。
　大学進学にあたっては、必ずしも地域性によらない選択が行われ、高校
生までと比べると、新規の対人関係を広げることが求められる。また、就
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職にあたっては、自分と社会がどうつながるのか、自分を見つめ、社会に
どうアピールするのか、シビアに考え、行動することが求められる。
　こうした新しい出会いは、学生の世界を広げるが、同時に、精神的な危
機をもたらすこともあり、大学における「合理的配慮」が必要となる。
4　関西大学における支援の実際
⑴　発達障害の場合
①　来談の経路
　関西大学における修学支援は、学生相談・支援センターがキーステーシ
ョンとなって、全学的な連携のもとに行っている。また、学生相談・支援
センターは、修学支援だけでなく、総合相談窓口も兼ねているので、相談
の敷居は低いと思われる。
　全学的な連携を行っているということと相談の敷居が低いということも
あって、相談は、様々なチャンネルから入ってくる。
　学生本人の自主来談、関係教職員からの相談と本人への働きかけ、保護
者からの相談と本人への働きかけなどである。
②　支援の基本方針
ⅰ　自立につながる支援
　「障害学生修学支援ガイド（平成26年度改訂版）」も言うように、本学に
おいても、「障害のある学生の自立につながる支援」を目指している。
　学生に、高校までの支援について尋ねると、親、教員、支援機関が、本
人の状態を見立て、支援内容と方法を決定し、本人は受け身的に支援を受
けていた思われるケースも散見する。大学が社会に出る前の最後の教育機
関であることを考えると、学生を主体とみなし、自己表明を支援して、自
ら取り組み始めるための手伝いをすることの意義は大きい。
　そのために、本学においても、「支援に大切なことは、学生が困っている
状況を本人の視点で描き出すこと、彼らが自分自身に起きていることを理
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解するための手助けをすること、そして、学生が問題解決のための方策は
必ずあると信じて自ら取り組み始めるための手伝いをすること」（西村2010）
と考えて、学生の面談を行っている。
　この過程を、西村（2010）は、障害にまつわる困りごとの「距離感のあ
る物語化」とも呼んでいる。学生の困りごとは、学生によって主体的に語
られ、それを大切に受け取る支援者がいることによって、学生と支援者が
共有する一つの物語となり、学生は、少し距離を置いて自分の問題を考え
ることができる。
　筆者は、同様の支援について、「作戦を立てる」と呼ぶことがある。「作
戦を立てる」とは、困りごとの生じる要因を学生と共に分析し、それへの
対処法を考える過程のことである。
　支援者から学生に「この状況には、作戦が必要だ」と伝えることで、学
生と支援者が一緒になって、困りごとの要因を冷静に分析し、対処法を考
えることができる。「作戦」と呼ぶことによって、関係教職員に配慮を依頼
する場合にも、あえて休みを取るなど本人の「努力」を限定する場合にも、
罪悪感を覚えにくいことがいい影響を与えているように思われる。
　ただし、「作戦」が成立するのは、学生との信頼関係がある程度確立し、
学生に新しい方法にチャレンジしてみようという気持ちが起こったときで
ある。打ちひしがれている気持ちが強い時、不安が強い時は、新しい方法
にいざなったところで、それは、学生のこころに届かないし、やってみた
ところで、できないという敗北感を上塗りするだけである。修学支援とは
言え、まずは、丁寧に学生のこころの状態に寄り添う必要がある。場合に
よっては、修学支援よりも心理相談を優先させた方がいいケースもある。
　「自立につながる支援」とは言っても、本学では、自立とは、全部自力で
成し遂げることであるとは考えていない。自立とは、孤立ではなく、他者
と共存しながら生きていくことだと考えている。学生の中には、自力で成
し遂げることにこだわるあまり、支援を受けることを躊躇する人もいる。
そうした場合には、「誰にでも苦手なことはあるし、それについてほかの人
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に支援を依頼することはごく自然なことで、当然のことでもある。そうす
ることによって、自分の力をもっと発揮できるようになる。意識的に人を
頼ることは、依存ではない。人は人を意識的に頼ることによって成長でき
るし、それが本当の自立だと思う。大学はそれをサポートする場所。支え
てもらったことについては、感謝を伝えることでお返しすることができる」
などと支援に関する考えを伝えている。
ⅱ　「二項対立を超える」発達障害の専門家と一般教職員の連携
　吉永・斎藤（2010）は、「二項対立を超える」として、発達障害の専門家
と一般教職員の連携関係の重要性を説いている。
　本学においても、学生相談・支援センターが、学内関係部署連携の結節
点としての役割を担うことで、修学支援を全学的に行っている。
　また、学生相談・支援センター内においても、障害学生支援の専門家で
あるコーディネーターと一般職員が協力して日々の支援活動を行っている。
　筆者は、新入生に対して、「高校までは担任の先生が一括して担っていた
仕事を、大学では、関係教職員が分担して担っているので、内容に応じて
行き先を選ぶ必要がある」と説明している。
　そうはいっても、複雑で多岐にわたる機能を分担する学内の組織を主体
的に利用するには、慣れが必要である。入学後初期においては、「何か困っ
たことがあれば、全部、学生相談・支援センターに相談しに来てほしい」
と窓口を学生相談・支援センターに一本化して伝えている。そして、相談
にやってきた学生と共に内容に応じた関係部署を訪れることを繰り返すう
ちに、学生は、自分で判断し、足を運べるようになる。
③　診断について
ⅰ　診断の意味
　診断が学生の思考と行動を縛ってしまうことがある。何があっても、す
べての原因を発達障害に結びつけてしまうのだ。こうなると、「どうせ自分
は…」と考えがちで、将来についても広がりのある展望を持つことがむず
かしい。
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　一方で、診断が、学生を無用な苦しみから解放してくれることもある。
過去の苦しみの原因の一端が発達障害に起因することを理解し、自分の苦
手なことは苦手なこととして冷静に把握し支援を依頼して、得意なことを
発見し磨くことに気持ちを向けられる場合である。
　このような両極のケースに出会うと、診断告知の難しさを痛感する。診
断が自己を解放し、可能性に目を開くきっかけの物語ともなれば、逃れら
れない苦しみの運命を象徴する束縛の物語ともなる。
　この両者を分けるカギはどこにあるのか。一つには、その時の本人の準
備状況、一つには、診断告知をする医師の説明の仕方とその後の支援者の
かかわり方にあるのではないか。
　本人が、「今のままではどうしようもない。突破口が欲しい」と思ってい
るときには、診断が進むべき方向性を示唆する道具となりえる。こうした
本人の準備状況に呼応して、医師と支援者が、不得手な部分を受容的に理
解し、得意な部分とその活用方法に具体的に言及できるときに、本人はそ
こから新しい物語を生み出していこうとするのではないだろうか。
ⅱ　診断の課題
　これまでの診断は、ラベリング中心で、本人にも保護者にも、教育機関
の関係者にも、本人の特性、すなわち、得意なこと、不得意なことが具体
的にはわからない場合が多かった。
　そのため、学生の面談を行って、日々の学生生活に即して丁寧に聞き取
りを行い、状態を見立てる作業は必須である。
　ただし、発達障害のある学生は、そもそも言葉によって困りごとを表現
するのが苦手な場合が多い。したがって、本学においても、困りごとをチ
ェックするシートを作成し、自由な語りによって表現が難しい場合の一助
としている。
④　支援内容
　本学で行っている授業時における合理的配慮は、配慮依頼文書の配布、
学習指導、履修支援、講義に関する配慮、注意事項等文書伝達、教室内座
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席配慮、ポイントテイクなどであり、高橋（2017）にあげられている授業
支援実施項目のうち、実施校数の多い項目とほぼ一致する。
　このうち、いくつかの項目について説明する。
　配慮依頼文書については、原案作成のための学生面談の段階から、学部
の相談担当教員、教務事務を扱う教務センターの職員も同席しており、最
終的には、学部長名で文書の発行をしている。学生の主体性を重視しなが
らも、学部を中心とした全学的なシステムの中で発行する仕組みになって
いる。また、外国語の授業における配慮がポイントになることも多いので、
次年度より英語版の文書も作成する準備をしている。
　学習支援については、ライティングラボというレポート、論文作成を支
援する学内組織、学習支援室という数学、物理、化学、生物などの理系科
目の指導を行う学内資源があり、学生に活用を勧め、必要に応じて、担当
教職員と連携を図っている。
　履修支援については、1年生の初期の段階では、コーディネーターも同
席して、教務センターの担当者とともに支援を行っているが、学生が教務
センターの担当者と顔なじみになり、大学という環境に慣れてくるにした
がって、単独で教務センターに相談に行くことを勧めている。
　また、西村（2015）にあげられている事例のように、課題、スケジュー
ルなどを、一緒に書き出してみる支援は、様々な場面で有効であると感じ
ている。頭の中だけで考えていると、不安が不安を呼んで、冷静さを失い、
とても太刀打ちできない絶望的な状況に思えるときでも、課題、スケジュ
ールを書き出し、視覚化して客観的にとらえることで、「なんだ、書いてみ
るとたいしたことありませんね。これならできそうです」という感想に至
ることは珍しくない。
⑵　精神障害の場合
　発達障害と異なる点についてだけ述べることにする。
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①　支援の基本方針
ⅰ　自立につながる支援
　発達障害のケース以上に、自分一人で苦しみを抱え込んでいる場合が多
い。病態を見極めながら、他者に配慮を依頼することの意味について、丁
寧に学生と話をするように心がけている。
　精神障害のある学生の場合、「配慮を受けたんだから、もっと頑張らない
と」と、配慮を受けていることが、逆に、本人に過度な頑張りを強いてし
まうことがあるので要注意である。
ⅱ　診断について
　同じ診断名でも、状態像はかなり広範囲な変異があり、時間経過ととも
に起こる変化も大きいので、個々の学生のその時々の状態を確認して支援
を検討する必要がある。
②　支援内容
　精神障害のある学生は、症状のため、授業に欠席、遅刻、早退すること
があるが、「休んでいることを先生に悪く思われているのではないか」と考
え、ますます教室から足が遠のいてしまうことがある。
　こうしたケースについては、配慮依頼文書によって、学生の欠席などが
症状のためであることを科目担当教員に連絡することで、学生が教員に理
解してもらっているという安心感を得て、登校がしやすくなる効果が上が
っている。
③　性別違和のあるケース
　性別違和に関して、配慮を行っているケースもある。呼称、施設利用、
健康診断などについての配慮である。
5　今後の課題と展望
⑴　今後の課題　SLDについて　合理的配慮とエビデンス
　ASD、AD/HDの診断を受けている学生の困りごとを聞いていると、診
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断書には記載のないSLD的な学習上の困難を抱えている場合が多い。
　また、ASD傾向とAD/HD傾向のもたらす対人関関係、行動面の問題
は、関係教職員の困りごととして注目を集めやすく、教職員から勧められ
て学生が相談につながってくることも多いのだが、こうしたケースでも、
本人の困りごとを聞いていると、SLD傾向が修学上の困難をもたらしてい
ることがある。
　高橋（2017）も述べるように、「本来、配慮対象となる学生が見過ごされ
ている可能性が高く、SLDに関する啓発を進める必要がある」のではない
だろうか。
　たとえば、書字が苦手で、時間的に切迫した状況では、判読不能に近く
なる例も多い。こうした場合、授業担当者に「課題に真剣に取り組んでい
ない」と誤解される危険性もあり、学生と相談の上で、授業担当者とも書
字の困難について情報を共有する必要がある。
　ところが、どこまでが、障害による困難なのかは、容易には判定できな
い。医師による診断書も、多くは診断名が記されているだけで、学習面の
特性まで記されていることはまれである。
　現時点では、学生から申し出があった場合、本人の書いたノート、提出
物などで書字の状況を確認し、授業担当者に本人の特性を伝えて理解を求
め、配慮を依頼している。こうすることで、学生は、教員に理解してもら
っているという安心感から落ち着いて書字することが可能となり、焦りに
よって生じる書字の乱れから少し解放され、教員も学生の状況を理解した
上で提出物を採点できるようになる。
　現状では、上記のような対応で書字に伴う社会的障壁を下げることが出
来ているが、今後は、パソコンを筆記用具として認めるなどの代替措置を
講じる場合も考えられる。こうした代替措置を取る配慮については、他の
学生との平等性に留意する必要が出てくるであろう。
　また、聞き取りと書字を同時に行うことが難しいために、ノートテイク
の困難な学生もいる。こうした場合に、学生本人と対応について相談し、
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代替措置を行う合理的配慮を根拠づける検査報告書の作成を外部の医療機
関に学生から依頼したこともある。
　高橋・高橋（2015）、高橋他（2016）も述べるように、SLD傾向のもた
らす学習上の困難に対する合理的配慮とそれを根拠づけるエビデンスをど
うするのかは、今後、継続的に検討する必要があるだろう。
⑵　今後の展望　大学が障害の有無にかかわらずHOMEであることの重要性
　DSM-5 の診断名にも取り入れられた「スペクトラム」概念にみられる
ように、発達障害と定型発達は、連続性のある概念である。定型発達の人
の中にも発達障害的な特性はある。その特性が強くない人が定型発達と呼
ばれ、次第に、特性を強めるしたがって、いわゆる「グレーゾーン」とな
り、一定以上の強さを示すに至って発達障害と診断される。臨床で多くの
患者に接してきた経験を持つ青木省三（2012）も、同様のことを述べている。
　実際、発達障害のある学生の困りごとを聞き、自分自身も想像の中で同
じ立場に身を置いてみると、多くが、強度の差はあるにしても追体験でき
るものである。
　また、精神障害、発達障害の有無は、はた目で判断できるほど容易に分
かるものではない。教職員を始め周りの人が障害の有無にかかわる情報を
事前に知って対応をよりよい方向へと変えるということは、授業上での配
慮を行うなど、当事者の学生から支援依頼の申し出があり、情報共有の承
諾があったケースに限定される。
　ところが、精神障害、発達障害のある学生は、障害のない学生と比べて、
本人にとって望ましくない出来事によってより大きな困難と苦しみに出会
う危険性がある。
　したがって、目指すべき方向性としては、精神障害、発達障害の有無に
かかわらず、大学という学びの場所が、すべての学生、教職員にとって、
過ごしやすく学びやすい環境、AWAYではなく、HOMEとなることだと
考えている。すなわち、大学が学びの場として、いわゆる、グローバルデ
関西大学における障害のある学生の修学支援
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ザインの環境となることを目標と考えている。
　「障害のある人の権利に関する条約」の第 2条で、「ユニバーサルデザイ
ン」とは、「調整又は特別な設計を必要とすることなく、最大限可能な範囲
で全ての人が使用することのできる製品、環境、計画及びサービスの設計
をいう」とある。
　大学もまた、「調整又は特別な設計を必要とすることなく、最大限可能な
範囲で全ての人が使用することのできる」学びの環境を目指すべきではな
いだろうか。
　斎藤（2010）は、「発達不均衡の学生が生きやすい大学はすべてのひとに
とって生きやすい」と述べている。大学が、発達障害、精神障害のある学
生にとっても学びやすいグローバルデザインの環境となることによって、
すべての学生にとって学びやすく、可能性を伸ばすことのできる学びの場
となるよう、微々たる歩みではあるが、日々の支援活動を行っていきたい。
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